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はじめに 

 

建築物は、建築基準法や建築関係法令の範囲内であれば、自由に計画し、建築す

ることができます。そのことから、土地の有効利用をはかるため建築基準法等の規

定の限度いっぱいの設計による中高層建築物が数多く建築され、その増加とともに、

建築主と近隣関係住民等との間で日照の阻害、プライバシーの問題、テレビ電波受

信障害や工事における騒音、振動、ほこりの飛散などをめぐる紛争が生じています。  

 豊中市では、これらの紛争を未然に防止し、良好な近隣関係を保持し、地域の住

環境の保全及び形成をはかるため、建築主に対し、近隣関係住民等への計画の早期

公開や事前説明等を義務付けるとともに、紛争が生じたときには、紛争の早期解決

が図れるよう第三者の専門家で構成する豊中市中高層建築物等紛争あっせん委員会

による「あっせん」及び豊中市中高層建築物等紛争調停委員会による「調停」制度

等を設けた「豊中市中高層建築物等の建築等に係る紛争の予防及び調整等に関する

条例」を定めています。 

ご不明な点につきましては、下記までお問い合わせ下さい。  
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                   ０６－６８５８－２１１６ 

 

 

 

※この手引きは「豊中市中高層建築物等の建築等に係る紛争の予防及び  

 調整等に関する条例」の施行に関して必要な事項及び手続きに必要な 

書類等について定めたものです。 
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Ⅰ．用語の説明 

 

１．対象となる建築物及び建築等について 

 

(1) 対象となる建築物は、次の［表］に掲げる建築物です。 

［表］ 

 

 

 

 

 

中高層建築物 

 

 

 

 

・高さが 10ｍを超える建築物 

・建築物が周囲の地面と接する位置の高低差が３ｍを超える場

合において、最も低い地盤面から当該建築物の最も高い部分

までの高さが 10m を超える建築物 

（Ｐ.２の図１参照） 

・地階を除く階数が 4 以上の建築物（注１参照） 

・第 1 種低層住居専用地域、第 2 種低層住居専用地域において

は、地階を除く階数が 3 以上の建築物 

（注１・注２参照） 

・豊中市土地利用の調整に関する条例に規定する開発行為等

に該当するものにあっては、地階を除く階数が 3 以上の建

築物（注１・注３参照） 

 

 

特定用途建築物 

・ぱちんこ屋 

・カラオケボックス 

・風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律 

（昭和２３年法律第１２２号）第２条第１項第５号、 

第６項又は第９項に規定する営業を目的とした建築物 

ワンルームマンション 
・1 住戸の専有面積が 25 ㎡未満の住戸を 8 戸以上有する共同

住宅（注４参照） 

（注 1） 

・ 中高層建築物にあっては、高さが１０ｍ以下の一戸建の専用住宅は除く。 

（注２） 

・ 地域：都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「都計法」という。）第８条第１項第１ 

号に掲げる第１種低層住居専用地域若しくは第２種低層住居専用地域。 

（注３） 

・ 開発行為等： 都計法第２９条第１項の規定による許可を要する開発行為（都計法第４条第１ 

２項に規定する開発行為をいう。以下同じ。）、都計法第２９条第１項第３号から第８号までに掲 

げる開発行為であって、その規模が５００㎡以上であるもの、５００㎡以上の土地において行われ 

る建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項（同法第８８条第１項若しくは第２項に 

おいて準用する場合を除く。）の規定による確認を要する行為。 

（注４） 

・ 専有面積は、ベランダ、バルコニー及びパイプスペース等の部分は当該住戸の専有面積に算入 

しない。 
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(2) 対象となる建築等とは、次に掲げる行為をいいます。 

 建築基準法に規定する確認申請又は計画通知を必要とする建築物の新築、増築、 

改築、移転又は大規模の修繕、大規模の模様替、用途変更（建築物の用途を変更し 

てＰ．１の［表］に掲げる特定用途建築物またはワンルームマンションとする場合 

に限る）をいいます。 

 

 

 

２．建築物の高さの算定について 

 

 (1) 建築物の高さは、地盤面からの高さにより算定します。（（図１）斜面地建築物に

ついては、最も低い地盤面から当該建築物の最も高い部分までの高さ） 

(2) 次に掲げる建築物の部分は、当該建築物の高さに算入しません。 

  ① 階段室，昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓その他これらに類する建築物の屋上

部分の水平投影面積の合計が当該建築物の建築面積の８分の１以内のときは、当

該屋上部分の高さ５ｍまでの部分。※１ 

② 棟飾、防火壁の屋上突出部その他これらに類する屋上突出物。 

 

 

（図１） 
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３．近隣関係住民等について 

 

 近隣関係住民等とは、次に掲げる者をいいます。（注１参照） 

① 中高層建築物又はワンルームマンションの建築等の計画の場合 

当該建築物の外壁又はこれに代わる柱の面からの水平距離が、当該建築物の高

さの２倍の範囲内において、土地を所有する者、建築物の全部もしくは一部を所

有する者及び占有する者をいいます。（注２参照） 

② 特定用途建築物の建築等の計画の場合 

当該建築物の敷地の周囲５０ｍの範囲内において、土地を所有する者、 

建築物の全部もしくは一部を所有する者及び占有する者をいいます。 

（注１） 

・ 公園、学校等の公共施設の土地所有者、建物所有者、占有者や高架下の事業者（道路、線路等

の土地所有者を除く）を含む。 

 

（注２） 

・ 計画敷地内に複数の建築物が存する場合 

各建築物の外壁又はこれに代わる柱の面からの水平距離が、敷地内の建築物で最も高い建築物の高

さの２倍の範囲内において、土地を所有する者、建築物の全部もしくは一部を所有する者及び占有

する者。（図１） 

 

 

（図１）近隣関係住民等の範囲（例） 
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( 高さ１２ｍ ） 

駐輪場（建築物） 

（ 高さ２.５ｍ） 
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24ｍ 
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４．建築主について 

 

建築主とは、中高層建築物等に関する工事の請負契約の注文者又は請負契約によら

ないで自らその工事をする者をいいます。 

 

 

５．代理人について 

 

代理人とは、建築主から委任（委任状が必要）を受け「豊中市中高層建築物等の建

築等に係る紛争の予防及び調整等に関する条例」にもとづく市への標識設置届出書の

提出、近隣関係住民等への建築計画等についての事前説明及び事前説明の結果等を記

載した報告書等を市へ提出する手続きを、建築主に代わって行う者をいいます。 

 

 

６．紛争について 

 

中高層建築物等の建築等にともなって生じる日照の阻害、プライバシーの問題、近

隣の交通の支障、テレビ電波受信障害等及び工事中の騒音、振動、ほこりの飛散等が

住環境に及ぼす影響に関する近隣関係住民等と建築主との間で生じる紛争をいいま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ．建 築 主 等 の 配 慮 等 
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Ⅱ．建築主等の配慮等 

 

中高層建築物等は、近隣地域の住環境に少なからず影響を及ぼします。 

また、建築基準法及び建築関連法規は、一律の最低基準を定めたもので、これらの

みを遵守するだけでは必ずしも良好な住環境が確保されるとは限りません。 

安全で快適な住環境の保全と形成を図るためには地域の特性等に応じた建築計画

を策定するよう配慮する必要があります。また工事による近隣の住環境への影響を低

減するとともに、工事完了後の適正な管理に努める必要もあります。 

このような考え方のもとに条例では、建築主、設計者及び工事施工者の役割として、

第７条で建築等の計画の策定に当たっての配慮事項、第８条で工事上の必要な措置、

第９条で工事完了後の適正管理について、近隣地域の住環境に十分配慮し、良好な近

隣関係を損なわないように努めるよう規定しています。 

 

１．計画上の配慮 

 

計画の策定に当たっては、中高層建築物等の用途及び規模並びに地域の特性に応

じて、次に掲げる措置を講じるよう配慮しなければなりません。 

① 日照について 

・ 豊中市日照基準の日影の規制時間の限度一杯ではなく、ある程度余裕を持っ

た計画とする等配慮すること。例えば、建物の配置、屋根の伏せ方、階高、基

礎の高さ、地盤の設定等について考慮すること。 

・ 近隣商業地域や準工業地域等の建築基準法上規制がない区域についても、近

隣の状況に応じ、住居系地域の規制に沿った計画とする等、周辺環境へ配慮す

ること。 

② プライバシーについて 

・ 建物の配置、外階段や窓の位置、目隠しの設置、バルコニー手摺等の仕様、

すりガラス、植樹などについて考慮すること。 

③ 近隣道路の交通の安全確保について 

・ 駐車場の配置において、前面道路に対して複数の車室が並んで直接面してい

るような配置（いわゆる串刺し駐車）とならないよう考慮するとともに２面以

上の道路に接する敷地の場合、近隣の実情に応じた道路を使用する計画とする

こと。 

・ 駐車場の出入口の位置については、交差点やバス停からの距離、勾配、道路

の見通しなど考慮すること。 

・ 落下物に対する安全対策として、道路境界線からバルコニー等の後退につい

て考慮すること。 

④ 自動車及び自転車の駐車場台数の確保について 

・ 「豊中市土地利用の調整に関する条例」で規定する駐車場台数の設置基準（＊）

を満たすことはもとより、状況に応じ、戸数の 100％以上の確保に向け考慮す

ること。 

 (＊設置基準) 5,000 ㎡未満の開発行為等で、用途が共同住宅及び寄宿舎の場合は、戸数が 20 戸以

下の場合は戸数の 1／3 以上、21 戸以上の場合は戸数の 1／2 以上とし、単身者向け

の場合は、戸数の 1／4 以上とする。 
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・ 用途が店舗や事務所等の場合は、客や利用者の数を想定した駐車場台数や配

送車やごみ収集車が停車するスペースを確保すること。 

・ 機械式駐車場を設置する場合は、作動時の音の小さい機種や地下ピット式な

どの導入を考慮すること。 

・ 隣地への騒音、排気、景観や目隠しをかねた囲障や緑化等に配慮すること。 

⑤ 周辺の景観との調和について 

・ 豊中市都市景観条例の主旨（現在及び将来に亘る市域の良好な都市景観の形

成）に配慮した計画とすること。 

・ 道路際への植栽について配慮すること。 

⑥ その他良好な近隣関係を保持するために必要なことについて 

・ ごみ置場の配置計画について開口部を道路正面に向けない等、まちなみの景

観に配慮すること。 

・ カラス、犬、猫等によるごみの飛散防止を図るため、ごみ置場を開放型でな

く、屋根・扉付きとするなどの考慮をすること。 

・ 特定用途建築物や店舗併用建築物の場合は、集客に伴い近隣の住環境が悪化

しないよう騒音対策、臭気対策、営業時間、その他事項について、適正な利用

が確保されるよう考慮すること。 

・玄関、ホール等の見やすい場所に管理人等の氏名、連絡先を明記した表示板の

設置を考慮すること 

・テレビ電波障害が生じる恐れがある場合は、共同受信設備やケーブルテレビへ

の加入、その他受信障害の解消に必要な措置を取ること。 

・ビル風の影響について、ビル風の発生原因や防止設備、風速を軽減する建築物

の形態などを考慮の上設計されることをお勧めします。また、必要に応じてコ

ンピュータによるシミュレーション等を実施し、防風対策を講じてください。 

 

２．工事上の措置 

 

① 工事中の騒音及び振動等の低減、ほこり等の飛散防止のため、低騒音機材の使

用、作業時間の工夫、防音・防塵シートの設置など適切な措置をとること。 

② 工事関係車両が幼稚園や学校、児童福祉施設などの多数の園児や児童、生徒が

通う通学路等を通行する場合は、登下校時間帯の通行自粛など通行時間の工夫、

必要に応じたガードマンの配置など通学路等の交通上の安全を確保するための適

切な措置をとること。 

③ 工期、作業時間及び休日、工事関係車両の通行等、工事の安全対策、家屋調査

及び工事による被害補償等について、「工事協定書」の締結に努めること。 

 

３．工事完了後の適正管理 

 

管理規約等を記載した掲示板の設置等により、入居者等に以下事項の周知を図り、

良好な近隣関係の保持及び地域における住環境の保全に努めてください。 

① ごみの搬出日、搬出時間等のごみ搬出方法等を順守し、ごみ置場の清潔保持を

はかること。 

② 自動車・自転車等の違法駐車の防止をはかること。 

③ 騒音の防止等、日常のモラルをはかること。 
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④ 地域の特性に応じた営業時間とすること。 

⑤ 苦情等に対する連絡先の明記と迅速な対応が可能な管理体制をはかること。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ．建 築 主 の 手 続 き 
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Ⅲ．建築主の手続き 

 

１．手続きの順序 

建築主は、下記の「計画の事前公開に係る手続き」フロ―図の順序に従って、 

手続きを進めてください。 ※１ 

 

 
 

 
    

 
      

 
   

             
 

    

 
 

          
 

     

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

                  

 

 

 

10 

日

以

上

経

る

こ

と  

５

日

以

内

  

（※１）手続きの途中で計画変更が生じた場合、原則最初のフローから再度手続きを行う必要があります。計画変更が生じた

場合は速やかに市にご相談ください。 

（※２）建築基準法第 6 条第 1 項若しくは第 6 条の２第１項の規定による確認申請、同法第 18 条第 2 項の規定による通知及

び「豊中市土地利用の調整に関する条例」第 23 条第 1 項の規定による協議の申出をしようとする日のうちいずれか

早い日の 40 日前までに報告書の提出が必要です。  

豊  中  市 建 築 主 等 近隣関係住民等 

建築等の計画 

標識設置 建築計画の認知 

標識設置届受理 

事前説明の実施 

（意見・要望への回答） 

説明会等による説明の補足 

（意見・要望への回答） 

 

建築計画等の理解 

事前説明報告書受理・審査 

（開発許可・建築確認申請などの手続きへ）  

建築計画等の理解 

（意見・要望） 

事前説明の再実施 

（意見・要望への回答） 

紛 争 調 整 へ 

審

査

期

間  

事前説明報告確認通知書 

審査期間延長通知書 

自主的解決不可 

事前説明報告書受理・審査  

標識設置届 

40 

日

以

内 

<フロー図＞ 

 

報告書作成・提出 ※２ 

報告書作成・提出 

事前協議 

設

置

か

ら

届

出

  

届

出

か

ら

報

告

書

提

出 
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２．事前協議 

 

中高層建築物等を建築等する場合、標識設置を行う前に計画上の配慮について市と

協議を行ってください。 

 

３．標識の設置 

 

建築主は、近隣関係住民等に建築等の計画の周知をはかるため、中高層建築物等の

建築等の計画の概要を記載した標識（条例施行規則・別記様式）を、次のとおり設置

してください。 

  

① 標識の設置場所 

  ・ 敷地が道路に接する部分（敷地が２以上の道路に接するときは、それぞれの道

路に接する部分）で、近隣関係住民等が見やすい場所に、地面から標識の下端ま

での高さが概ね１ｍとなるように設置してください。 

  ・ 標識が風雨等のため容易に破損し、又は倒壊しない方法で設置するとともに、

設置期間中は記載事項が不鮮明にならないように維持管理してください。 

  ・ 下地は白色、文字、縁取り、仕切り線は黒色を基本としてください。 

 

 

 

 
 

   
 

 
 

     

          

          

          

          

          

          

          

          

          

  

② 標識の設置期間 

  ・ 標識は、条例第１４条各号に掲げる日のうち、いずれか早い日の最低５０日前

から建築等の工事が完了する日まで設置してください。 

 

４．標識設置の届出 

 

建築主は、標識を設置した日から起算して５日以内に、標識設置届出書に下記 

の関係図書等を添付して、市に提出してください。【電子申込で提出できます。】 

 

 

 

 

道路 

建築計画のお知らせ 

おおむね１ｍ  

（建築敷地） 

標 識  

道路 

90ｃｍ以上  

90ｃｍ以上  
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① 関係図書等 

○ 委任状（代理人に委任する場合は必要です。） 

○ 付近見取図  

・建築敷地の位置を明らかに表示する地形図 

○ 計画上の配慮した内容 

○ 配置図    

・ それぞれの敷地境界線から建築物の外壁までの最少有効壁面距離を明記して

ください。 

   ・ 隣地境界のフェンス等の高さや舗装部分の仕上げ、植栽部分を表記するとと

もに植栽の高さの凡例を記載してください。 

○ 各階平面図 

○ ４面の立面図 

 ・ すりガラス等とした部分を表記してください。 

○ ２面以上の断面図 

・ 最高の高さを明記してください。 

○ 近隣関係住民等の範囲図 

・ 現地の状況を正確に把握し、近隣関係住民等の状況のわかる図面を作成して

ください。 

・ 上記の図面に、敷地毎に近隣関係住民等の番号を付して、「戸別による事前

説明の状況の経過及び結果」の番号と一致させてください。 

○ 日影図 

・ 敷地境界線より 5ｍ・10m ラインを記入し、その地域における規制時間の等

時間日影を色分けしてください。日影規制対象区域外の場合は第１種住居地域

における規制に準じて図を作成してください。 

○ テレビジョン電波受信障害予想範囲図及び机上計算書 

○ ２方向以上から撮影した計画敷地と道路の関係が判る現況写真及び標識の記載

事項が確認できる写真 

〇 ごみストッカー、2 段式駐輪場、隣地境界にフェンス等を設ける場合はそのカ

タログ 

＊ 以上の関係図書等の他、必要に応じて図面や資料等を提出していただく場合が

あります。 

＊ すべての図面に、方位・縮尺を明記してください。 

＊ 図面の縮尺は特に指定しませんが、判りやすいものとしてください。 

＊ ワンルームマンション及び特定用途建築物のうち、中高層建築物に該当しない

ものについては、テレビジョン電波受信障害予想範囲図及び机上計算書の添付は

必要ありません。 

 

５．標識の記載事項の変更 

   

建築主は、建築計画等に変更があったときは、市と協議をした後、標識の記載事項

を変更する必要がある場合には、速やかに標識の記載事項を訂正し、変更手続きを行

ってください。 
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６．標識の撤去 

 

  建築主は、建築計画等を取り止めたときは、市に建築計画取止め届出書により届出

を行うとともに、速やかに設置した標識を撤去してください。 

 

７．建築計画等の事前説明 

 

 (1) 建築主は、標識設置届出書の提出後、速やかに近隣関係住民等に下記の事項等に

ついて、戸別訪問により標識設置届出書に添付した図書等をもとに事前説明をして

ください。 

① 中高層建築物等の敷地内の位置、規模、構造及び用途 

② 中高層建築物等の敷地の形態及び面積 

③ 中高層建築物による近隣関係住民等の住居の日照に及ぼす影響 

④ 中高層建築物等の建築等の工事の施工方法及び予定期間 

＊ 建築主及び工事施工者は、工事の着手までに、近隣関係住民等と工事の 

施工方法、工事期間、作業時間、安全対策等に関する協定を締結するよう 

努めてください。 

⑤ 中高層建築物等の工事による周辺の住環境に及ぼす影響及びその対策 

＊ 例えば、テレビ電波受信障害が想定される場合、建築主は近隣関係住民等 

と対策時期・対策方法・対策範囲・完成後の維持管理等について協議し、後 

のトラブルを防ぐため文書で確認をしておくことが重要です。 

⑥ 中高層建築物等の建築等の工事完了後の適正管理に関する事項 

⑦ その他中高層建築物等の建築等に伴って生じる近隣関係住民等の日常生活に

及ぼす影響及びその対策 

 

○ 説明会開催要望の有無 

戸別訪問による事前説明の際、近隣関係住民等から説明会開催の要望があれば

速やかに準備を行い、説明会を開催してください。 

なお、説明会の日時及び場所については、あらかじめ文書により近隣関係住民

等に案内してください｡ 

 

○ 不在の場合の対応方法 

戸別訪問による事前説明を行うため訪問したが不在の場合は、説明用図書に訪

問理由、次回訪問日及び連絡方法等を記載した文書(参考資料・文書記載例２) を、

ポスト等に投函する方法で建築計画等の周知をしてください。 

事前説明を行うための戸別訪問は、日時を変えて 3 回（3 日）以上訪問し、その

都度、訪問理由及び連絡方法等を記載した文書(参考資料・文書記載例３・４)を、

ポスト等に投函してください。 

  なお、３回以上訪問しても不在のため事前説明がなされていない場合に、 

 後日説明を求められたときは、速やかに説明してください。 
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○ 市外在住の場合の対応方法 

近隣関係住民等（土地や建物の所有者）の内、市外でお住まいの方については、

説明用図書・連絡方法等を記載した書類を郵送（相手方が受け取った旨が分かる

方法）等により建築計画等の周知をしてください。 

なお、この場合においても後日説明を求められたときは、速やかに説明してく

ださい。 

 

○ 当事者への説明 

共同住宅等の入居者への戸別訪問による事前説明は、家主、管理者（人）、自治

会、管理組合等に説明を行っただけでは、事前説明が終わったとはみなしません

のでご注意ください｡なお、共同住宅の各戸への戸別説明については管理会社・管

理組合等と調整のうえ、説明を行ってください。 

 

(2) 戸別訪問・説明会開催による事前説明にあたっての注意事項 

ア． 建築主から代理人として委任を受け事前説明する者は、その旨を明らかに 

してください｡    

イ． 工事の施工方法・施工期間等、工事に関する内容については、工事施工者が

責任をもって説明してください｡ 

  ウ． 工事施工者が未定のときは、概略を説明し、工事施工者が決まり次第、詳し

く説明してください｡ 

エ． 近隣関係住民等から寄せられた疑問や要望に対して相隣関係の当事者として

誠意をもって回答してください。 

 

(3)  建築主が建築計画について十分な説明を行わない又は近隣関係住民等が建築計

画の説明の申し出に応じない等により、当事者間における事前説明が十分に行わ

れていないと認められるときは、必要に応じ、積極的に話し合いを行うよう市が

指導する場合があります。（第１３条） 

 

(4)  市は、近隣関係住民と建築主との間で意見に隔たりがあり、紛争となる恐れが

ある場合には、近隣関係住民・建築主・行政の三者で今後の進め方について話し

合う場を設定することがあります。 
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８．事前説明報告書の提出 

   

中高層建築物等の建築等の計画の策定に当たって配慮した内容及び近隣関係住民

等に行った建築計画等についての事前説明の状況の経過及びその結果を記載した報

告書を、建築確認申請等又は豊中市土地利用の調整に関する条例第 23 条第 1 項の規

定による協議の申出をしようとする日の４０日前までに、市に提出してください。 

【電子申込で提出できます。】 

 

◎ 提出書類等 

○ 近隣関係住民等事前説明報告書 

○ 委任状（標識設置届出書に添付した委任状の委任事項に、近隣関係住民等への

事前説明及び事前説明報告書に係る行為が含まれている場合は不要） 

○ 近隣関係住民等の範囲図 

○ 戸別による事前説明の状況の経過及び結果要旨 

○ 戸別による事前説明の状況の経過及び結果 

○ 説明会による事前説明の状況の経過及び結果（説明会を開催した場合） 

○ 説明会の議事録（説明会を開催した場合） 

○ 事前説明の際に使用した図書等（説明会開催案内等の文書を含む。） 

（標識設置届出書に添付した図書と同一の場合は不要です。） 

○ 戸別訪問において不在時の場合に投函したお知らせ文書等 

○ 郵送等により周知した場合は相手方が受け取った旨が分かるもの 

○ 協定書や覚書等が締結されている場合はそのコピー 

 

＊ 以上の関係図書の他、３回以上訪問しても不在だった場合は事前説明報告書提

出後に一定期間をあけ、再度戸別訪問による事前説明を行い、その結果を報告

してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ．近 隣 関 係 住 民 等 の 対 応 
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Ⅳ．近隣関係住民等（※）の対応 

（※近隣関係住民等の範囲はＰ．３参照） 

 

１．建築計画等の説明を受ける 

 

  建築主が中高層建築物等を建築等しようとする場合、市では建築主に近隣関係住民

等に建築計画等の周知を図るため「豊中市中高層建築物等の建築等に係る紛争の予防

及び調整等に関する条例」により、建築計画等の概要を記載した標識（建築計画のお

知らせ）を計画敷地に設置するとともに、近隣関係住民等に速やかに建築計画等につ

いて事前説明を行うよう指導しております。 

建築主から事前説明の申し入れがあれば建築計画等についての説明を受けてくだ

さい。 

 

① 建築主から建築概要書や図面等による事前説明を受けた際に、わからない点があ

れば遠慮なく質問するようにしてください。 

 

② 説明会の開催を希望される場合は、建築計画等の概要を記載した標識に記載する

連絡先又は戸別訪問による事前説明の際に申出てください。 

 

③ 工事内容に関する説明について、事前説明時に工事施工者が決まっていないとき

は、建物本体の計画等からわかる範囲の内容について説明を受け、工事施工者決定

後に、工事に関する施工方法や施工期間等の具体的な内容の説明を受けてくださ

い｡ 

 

④ 建築等の計画の概要を表示した標識が設置されたままで事前説明に来ない、ある

いは説明会の開催案内もない場合は、当該標識に書いてある連絡先に連絡してくだ

さい。連絡しても事前説明に来ないときは、都市計画推進部建築安全課（電話６８

５８－２１１６）に相談してください｡ 

 

２．建築主との話し合い 

 

① 建築計画等による地域の住環境に及ぼす影響などを聞いた上で、質問や要望等に

ついては、建築主又は事前説明者に申し入れをしてください。 

  ＊ 説明会場での質問や要望事項については、予め近隣関係住民等の方々で一定の

整理をしておくことも一つの方法です｡ 

＊ 話し合いにおいて、双方の主張が対立し平行線になることもしばしばあります

が、要望等の実現のためには建築主の協力が必要となりますので、相手の立場も

考慮し、一方的な主張にならないよう譲り合いの精神をもって話し合っていくこ

とが大切です｡ 

  ＊ 話し合いを継続する必要があるときは、その日の話し合いの最後に、次の日程

等について早期に開催できるよう双方で調整するようにしてください。 

  ＊ 質問や要望、それに対する回答のやりとりは言葉だけではなく、文書により 

行うほうが後日のトラブルの防止には有効です。 



 

－ １５ － 
 

３．紛争の未然防止について 

 

  中高層建築物等が建築される場合、日照の阻害、プライバシーの問題、近隣の交通

の支障、テレビ電波受信障害及び工事中の騒音、振動、ほこりの飛散防止等が地域の

住環境に影響を及ぼします。 

そのことから生じる問題については、民事上の事柄であり、双方の十分な話し合い

により解決していただくことが基本となります。 

 

＊ 市は、近隣関係住民等と建築主との間で意見に隔たりがあり、紛争となる恐れ

がある場合には、近隣関係住民等・建築主・行政の三者で今後の進め方について

話し合う場を設定することがあります。 

 

 

４．当事者間の努力による自主的解決が困難な場合 

 

近隣関係住民等と建築主の双方が積極的な話し合いによっても紛争の解決に至ら

なかった場合、「豊中市中高層建築物等の建築等に係る紛争の予防及び調整等に関す

る条例」にもとづき紛争を調整する「あっせん制度」「調停制度」があります。 

（Ⅴ．紛争の調整参照） 

  

 

５．協定書・覚書 

 

  話し合いにより、近隣関係住民等と建築主との間で約束事などができたときは、言

葉のやりとりだけではなく、後日のトラブルを防止するためにも、「協定書」や「覚

書」などを締結しておくことも一つの方法です。 

なお、工期、作業時間及び休日、工事関係車両の通行等、工事の安全対策、家屋調

査及び工事による被害補償等についても大切なことですので、建築等の計画とは切り

離して「工事協定書」の締結に努めてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ．紛 争 の 調 整 
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Ⅴ．紛争の調整 

 

１．調整制度 

 

  中高層建築物等の建築計画等にともなって生じる紛争は、民事上の問題であること

から近隣関係住民等と建築主が双方の立場を尊重し、互譲の精神をもって十分な話し

合いを行うなど、自主的に解決していただくことが基本となりますが、当事者間の努

力による自主的解決が困難な場合、市では、大学教授、弁護士や建築士等の学識経験

者で構成された第三者による「あっせん」・「調停」制度を設けておりますので、都市

計画推進部建築安全課（電話０６－６８５８－２１１６）にご相談ください。（Ｐ．

１７の紛争の調整に係るフロ―図を参照。) 

 

＊「あっせん」とは 

あっせん委員（弁護士・建築士等）が、紛争当事者双方の主張を聞き、要点 

を確かめ、助言を行い、当事者間の合意による自主的な解決を促進するための 

手助けをします。 

 

＊「調停」とは 

調停委員（大学教授・弁護士等）が専門的、かつ、公平な立場で双方から事情を

聞き、調停案を示しながら調停の成立に向けて調整します｡ 

   ただし、裁判所のような強制力はありません。 

 

２．調整する内容 

 

  近隣関係住民等と建築主の間で、中高層建築物等の建築計画等にともなって生じる

日照の阻害、プライバシーの問題、近隣の交通の支障、テレビ電波受信障害等及び工

事中の騒音、振動、ほこりの飛散等が住環境に及ぼす影響についての紛争の調整を行

います。 

＊ 調整（あっせん・調停）で取扱わない紛争 

① 借地権・通行権（土地利用権） 

② 敷地境界線 

③ 建築等の工事における迷惑料・金銭補償 

④ 営業補償 

⑤ その他、条例の趣旨にそぐわない問題等 

 

３．調整の申出 

 

(1)「あっせん」の開始 

近隣関係住民等と建築主の双方から紛争の調整の申出があったとき、又は一方か

ら紛争の調整の申出があった場合において、その申出に他方が同意したとき、豊中

市中高層建築物等紛争あっせん小委員会の委員による「あっせん」を行います。 
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 (2)「調停」の開始 

   「あっせん」の打切りにより紛争の解決が出来なかった場合で、近隣関係住民等

と建築主の双方から紛争の調停の申出があったとき、又は一方から紛争の調停の申

出があった場合において、その申出に他方が同意したときに、豊中市中高層建築物

等紛争調停小委員会の委員による「調停」を行います｡ 

 

＊ 紛争の調整（あっせん・調停）の申出は、工事着手までに行ってください。 

＊ 紛争の調整の申出をしようとするときは、「紛争調整（あっせん）申出書」によ

り市に申出てください。 

＊ 紛争の調停の申出をしようとするときは、「調停申出書」により市に申出てく

ださい。 

＊ 調整（あっせん・調停）の実施に際し、紛争当事者が多数の場合に、あっせん

（調停）小委員会から代表当事者を選定するよう求められたときは、６名以内で

選定し、「代表当事者選定届出書」を、あっせん（調停）小委員会委員長に提出し

てください。 

 

４．調整（あっせん・調停）の打切り 

 

調整（あっせん・調停）を行っても、紛争当事者双方の主張がかけ離れて歩み寄り

がないとき、調停案受諾勧告に紛争当事者双方が受諾しないとき、または、司法の場

に紛争が持ち込まれたときなどは、調整を打ち切ります。 

 

５．その他 

 

① 調整（あっせん・調停）の手続きは非公開ですので、調整会場への録音・録画

等の機材の持込はできません。 

  ② 近隣関係住民等の一部、又は、利害が相反する調整内容での複数の申出があっ

た場合は、必要な調整を行うことがあります。 

  ③ 必要に応じ、意見を聴くための出席、又は必要な資料の提出を求めることがあ

ります。 

  ④ 必要に応じ、相当の期間を定めて工事の着手の延期を要請することがあります。 
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＜紛争の調整に係るフロー図＞ 

 

 
 

           
 

 
 

   

 
     

 
      

 
   

                 

 

 
 

                

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

 

 
 

         
 

      

                 

                 

                 

                 

                 

                 

 

 

 

 

 

 

豊  中  市 建 築 主 等 近隣関係住民等 

紛争調整（あっせん）申出書  紛争調整（あっせん）申出書  あっせんの開始 

（あつせん受諾の勧告） 

あっせんの成立 

あっせんの打切り 

調停申出書 調停申出書 調停の開始 

（調停受諾の勧告） 

調停の成立 調停の不調 

開発許可・建築確認申請 

などの手続きへ 

開発許可・建築確認申請 

などの手続きへ 

調停委員会 

調停小委員会 

あっせん委員会 

あっせん小委員会 

あっせんの不調 

調停案受諾勧告 

調停の打切り 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅵ．   様       式 

 

 

 

 

（各種様式は市ホームページからダウンロードできます。） 
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Ⅶ．   参       考 
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＜標識記入時の注意事項＞ 

 
①事業名等を記入して下さい。 

  ②住居表示ではなく、地名地番を記入して下さい。 

  ③敷地が2以上の用途地域にまたがる場合は全ての用途地域を記入して下さい。 

 ④主要用途を記載して下さい。 

ワンルームマンションの場合は、共同住宅（ワンルーム）と記載して下さい。 

また（分譲・賃貸）のいずれか該当する項目を○で囲って下さい。 

  ⑤新築・増築・改築等の別を記入して下さい。 

  ⑥豊中市土地利用の調整に関する条例の開発行為等に該当する物件（法第２９条第１項の規定に

よる許可を要する開発行為、法第２９条第１項第３号から第８号までに掲げる開発行為であっ

て、その規模が500平方メートル以上であるものに限る）については、その開発区域の面積を

記入して下さい。なお、該当しない場合は、－ を記入してください。 

  ⑦建築確認申請に記載のある敷地面積を記入して下さい。 

 ⑧増築の場合は２段書きとし、上段に合計面積、下段に（ ）書きで、今回計画する増築部分の

面積を記入して下さい。 

     ＜例＞     580.00   

           （380.00） ㎡ 

  ⑨延べ面積を記入して下さい。 

    また増築の場合は２段書きとし、上段に合計面積、下段に（ ）書きで今回計画する増築 

部分の面積を記入して下さい。 

  ⑩建蔽率の欄は、上段には実建蔽率、下段には法定建蔽率を記入して下さい。 

  容積率の欄は、上段には実容積率、下段には法定容積率を記入して下さい。 

  建蔽率、容積率が異なる用途地域に跨る場合は、下段には按分計算後の数値を記入して下さい。 

     ＜例＞ 建蔽率     58.07              容積率   187.10   

              60.00   ％          200.00     ％  

  ⑪「鉄骨造」、「鉄筋コンクリート造」、「木造」等記入して下さい。 

⑫建築基準法上の階数を記入して下さい。 

⑬建築基準法上の高さを記入して下さい。 

   ただし、地盤面に３m以上の高低差がある場合は、最も低い地盤面から建築物の高さに算定

する最も高い部分までの高さを記入して下さい。 

  ⑭住宅、店舗等の数を詳しく記入して下さい。 

⑮台数を記入して下さい。不要な部分は  ―  を記入して下さい。 

（敷地外に設ける場合はカッコ書きにて台数を記載して下さい。) 

  ⑯着工予定日及び完了予定日を記入して下さい。 

  ⑰建築主から委任を受け、条例に基づく手続きを建築主に代わって行う者をいいます。 

⑱建築等の概要を記載した標識を計画敷地に設置した日を記入して下さい。 
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＜標識設置届出書記入時の注意事項＞ 

 

① 建築等の概要を記載した標識を計画敷地に設置した日を記入して下さい。 

  （標識に記載した設置日と同じでなくてはなりません。） 

② 事業名等を記入して下さい。 

③ 住居表示ではなく、地名地番を記入して下さい。 

④ 敷地が２以上の用途地域にまたがる場合は、全ての用途地域を記入して下さい。 

⑤ 用途を記載して下さい。 

ワンルームマンションの場合は、共同住宅（ワンルーム）と記載して下さい。 

また（自家用・分譲・賃貸）のいずれか該当する項目を○で囲って下さい。 

⑥ 新築・増築・改築等の別を記入して下さい。 

⑦ 豊中市土地利用の調整に関する条例の開発行為等に該当する物件（法第２９条第１項の規定によ

る許可を要する開発行為、法第２９条第１項第３号から第８号までに掲げる開発行為であって、

その規模が 500 平方メートル以上であるものに限る）については、その開発区域の面積を記入し

て下さい。なお、該当しない場合は、－  を記入してください。 

⑧ 建築確認申請に記載のある敷地面積を記入して下さい。 

⑨ 増築の場合は２段書きとし、上段に合計面積、下段に（ ）書きで、今回計画する増築部分の面

積を記入して下さい。 

   ＜例＞ 580.00   

 (380.00)  ㎡ 

⑩ 延べ面積および容積率算定用面積を記入して下さい。 

  また、増築の場合は２段書きとし、上段に合計面積、下段に（ ）書きで、今回計画する 

増築部分の面積を記入して下さい。 

⑪ 建蔽率の欄は、上段に実建蔽率、下段には法定建蔽率を記入して下さい。 

  容積率の欄は、上段には実容積率、下段には法定容積率を記入して下さい。 

  ＜例＞ 建蔽率   58.07           容積率   187.10   

  60.00   %           200.00   % 

⑫ 「鉄骨造」、「鉄筋コンクリート造」、「木造」等、建築物等の構造を記入して下さい。 

⑬ 建築基準法上の階数を記入して下さい。 

⑭ 建築基準法上の高さを記入して下さい。 

  ただし、地盤面に３ｍ以上の高低差がある場合は、最も低い地盤面から建築物の高さに算定する

最も高い部分までの高さを記入して下さい。 

⑮ 住宅、店舗等の数を詳しく記入して下さい。 

⑯ 該当する□にチェックを入れ、台数を記入して下さい。不要な部分は、－ を記入して下さい。 

（敷地外に設ける場合は、カッコ書きにて台数を記載して下さい。） 

⑰ 着工予定日及び完了予定日を記入して下さい。 

⑱ 建築主から委任を受け、条例に基づく手続きを建築主に代わって行う者をいいます。 

⑲ 標識最下段に記載している「連絡先」と同じ内容を記入して下さい。 

 

 

 



 

－ ３０ － 
 

 



 

－ ３１ － 
 

 

 

 

＜戸別による事前説明の状況の経過及び結果記入時の注意事項＞ 

 

① 「近隣関係住民等の範囲図」に記載の番号と一致させて下さい。 

② 個人名（不明の場合は氏名不詳・空室の場合はその旨記入）・法人名（担当者名もしくは対応者の 

性別）を記入して下さい。なお空室の場合は、建物所有者に確認したなどの判断理由を⑩に記載し

て下さい。 

③ 「氏名」欄に記入した方の住所を記入して下さい。また共同住宅の場合は、建物の名称と室番号

を記入して下さい。 

④ 該当する種別（ア：建築物の居住者（占有者等）、イ：建築物の所有者、ウ：土地の所有者）を記

入して下さい。ウのみの場合は、土地利用用途（駐車場や畑等）を記入して下さい。 

どの記号にも該当しない場合は、関係性（管理会社等）を記入して下さい。なお所有者の特定が 

できず、周辺住民への聞き取りを行っても不明な場合はその旨を⑩に記入して下さい。 

⑤ 説明を行った日（複数ある場合は最も新しい日）を記入して下さい。不在の場合は空白として 

下さい。 

⑥ 説明を行った場所（自宅等）を記入して下さい。不在の場合は空白として下さい。 

⑦ 説明を行った担当者名を記入して下さい。不在の場合は空白として下さい。 

⑧ 説明時に説明会開催の要望の有無を確認し、いずれかに〇印を記入して下さい。 

不在の場合は、〇印の記入は不要です。 

⑨ 説明に対する質問や意見等、実際のやり取りについて詳細に記入して下さい。 

⑩ 訪問した日時、資料配布の旨および質問・意見に対する回答等について記入して下さい。 

また近隣住民等からの要望等に対し、説明時に回答ができず持ち帰って検討した場合等は、検討結

果を近隣住民に速やかに回答した上で記入して下さい。 

 

＊質問や意見及びその回答については、「戸別による事前説明の状況の経過および結果要旨」にまとめ

て記載して下さい。 

＊共同住宅の各戸への戸別説明について管理組合・管理会社等と調整し、戸別訪問とは異なる方法に

よる周知を行った場合は、その方法とした理由および管理会社等の名称、担当者名、連絡先（電話

番号）を⑨に記入してください。 

 

① 

⑤ 

② 

⑨ ⑩ 

⑥ 

③ 

⑦ 

④ 

⑧ 
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【参考資料】 

 

＜文書記載例１＞ 

事前説明のための戸別訪問で、在宅時の場合の文書記載例 

 

○○年○○月○○日 

 

 

近隣関係住民等のみなさまへ 

 

（仮称）○○○○マンション建築計画のお知らせ 

 

この度、豊中市□□□□□□□番地において（仮称）○○○○マンションの建築を計

画しておりますので、「豊中市中高層建築物等の建築等に係る紛争の予防及び調整等に

関する条例」に基づき、計画地に建築計画の概要を記載した標識（「建築計画のお知ら

せ」）を○○年○○月○○日に設置し、近隣関係住民等のみなさまに建築計画等につい

て事前説明に訪問させていただきました。 

 

 

＜建築主＞ 住所又は所在地 

氏名又は名称 

＜連絡先＞ 住所又は所在地 

氏名又は名称 

電話番号 

担当者名 
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【参考資料】 

 

＜文書記載例２＞ 

事前説明のための戸別訪問（１回目）で、不在時の文書記載例 

 

 

 

                           ○○年○○月○○日 

 

 

近隣関係住民等のみなさまへ 

 

（仮称）○○○○マンション建築計画のお知らせ 

 

この度、豊中市□□□□□□□番地において（仮称）○○○○マンションの建築を計

画しておりますので、「豊中市中高層建築物等の建築等に係る紛争の予防及び調整等に

関する条例」に基づき、計画地に建築計画の概要を記載した標識（「建築計画のお知ら

せ」）を○○年○○月○○日に設置し、近隣関係住民等のみなさまに建築計画等につい

て事前説明のため、○月○日（午前・午後）○時○分頃にお伺い致しましたが、ご不在

でしたので、本計画の概要（図面等）等の説明資料を投函させて頂きました。 

説明を求められる場合やご質問、ご意見等につきましては、下記までご連絡いただき

ますようお願い致します。 

なお、次回は、○月○日（午前・午後）○時○分頃に、事前説明のため再度訪問させ

ていただく予定です。 

 

 

＜建築主＞ 住所又は所在地 

氏名又は名称 

＜連絡先＞ 住所又は所在地 

氏名又は名称 

電話番号 

担当者名 
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【参考資料】 

 

＜文書記載例３＞ 

事前説明のための戸別訪問（２回目）で、不在時の文書記載例 

 

 

 

                            ○○年○○月○○日 

 

 

近隣関係住民等のみなさまへ 

 

（仮称）○○○○マンション建築計画のお知らせ 

 

この度、豊中市□□□□□□□番地において（仮称）○○○○マンションの建築を計

画しておりますので、「豊中市中高層建築物等の建築等に係る紛争の予防及び調整等に

関する条例」に基づき、計画地に建築計画の概要を記載した標識（「建築計画のお知ら

せ」）を○○年○○月○○日に設置し、近隣関係住民等のみなさまに建築計画等につい

て事前説明のため、○月○日（午前・午後）○時○分頃にお伺い致しましたが、ご不在

でしたので、本計画の概要（図面等）等の説明資料を投函させて頂きました。 

本日、○時○分頃に、事前説明のため再度訪問させていただきましたが、ご不在でし

た。 

次回は、○月○日（午前・午後）○時○分頃に、事前説明のため再度訪問させていた

だく予定ですが、当日、ご都合が悪い場合や、ご質問、ご意見等につきましては、下記

までご連絡いただきますようお願い致します。 

 

 

＜建築主＞ 住所又は所在地 

氏名又は名称 

＜連絡先＞ 住所又は所在地 

氏名又は名称 

電話番号 

担当者名 
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【参考資料】 

 

＜文書記載例４＞ 

事前説明のための戸別訪問（３回目）で、不在時の文書記載例 

 

 

 

                            ○○年○○月○○日 

 

 

近隣関係住民等のみなさまへ 

 

（仮称）○○○○マンション建築計画のお知らせ 

 

この度、豊中市□□□□□□□番地において（仮称）○○○○マンションの建築を計

画しておりますので、「豊中市中高層建築物等の建築等に係る紛争の予防及び調整等に

関する条例」に基づき、計画地に建築計画の概要を記載した標識（「建築計画のお知ら

せ」）を○○年○○月○○日に設置し、近隣関係住民等のみなさまに建築計画等につい

て事前説明を行っているところでございます。 

事前説明のため、 

第１回目 ○○年○○月○○日（午前・午後）○時○分頃 

第２回目 ○○年○○月○○日（午前・午後）○時○分頃にお伺いしましたが、い

ずれもご不在でしたので、説明資料等を投函させて頂いております。 

本日、（午前・午後）○時○分頃に、事前説明のため再度訪問させていただきました

が、ご不在でした。 

恐れ入りますが、説明を求められる場合やご質問、ご意見等につきましては、 

〇〇年〇〇月〇〇日までに、下記の担当者までご連絡頂きますようお願いします。 

 

 

 

＜建築主＞ 住所又は所在地 

氏名又は名称 

＜連絡先＞ 住所又は所在地 

氏名又は名称 

電話番号 

担当者名 
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（この工事協定書は参考であり、標準的なものという意味ではありません。 

それぞれの事情に合わせて、より適切なものを作成してください。） 

 

工 事 協 定 書（参考例） 

 

 この工事協定書は、豊中市〇〇町〇丁目〇〇〇番地に建設予定の（仮称）〇〇〇〇新

築工事（以下「本工事」という。）に関し、〇〇〇〇（近隣関係住民等）（以下「甲」と

いう。）と建築主〇〇〇〇（以下「乙」という。）及び工事施工者〇〇〇〇（以下「丙」

という。）との間の協議事項を確認し、後日の証として３通を作成の上、各々が署名押

印し、各自１通を保管する。 

 

（基本事項）  

第１条 甲と乙及び丙は、互いに信義、誠実、互譲の精神をもって良好な近隣関係を保

持するよう努めるものとする。乙及び丙は、本工事を施工するにあたり、甲への影響

を最小限にとどめるよう的確な工法を採用し、安全かつ確実な施工に努めるものとす

る。 

 

（本工事の概要） 

第２条 本工事の概要は、次のとおりとする。 

（１）敷地面積   〇〇〇．〇〇㎡ 

（２）建物構造   〇〇〇〇造、地下〇〇階、地上〇〇階、高さ〇〇．〇〇ｍ 

及び規模   〇棟、〇〇戸（室） 

（３）建築面積   〇〇〇．〇〇㎡ 

（４）延床面積   〇〇〇〇．〇〇㎡ 

（５）建物用途   〇〇〇〇 

（６）駐車台数   〇〇台 

 

（予定工期） 

第３条 本工事にかかる予定工期は、次のとおりとする。 

 〇〇年〇〇月〇〇日から〇〇年〇〇月〇〇日までとする。 

天災、その他やむを得ない事情により、工期を変更するときは、乙及び丙は、事前に

甲に連絡し、協議するものとする。 

 

（作業時間及び休日） 

第４条 作業時間は、原則として午前〇時〇〇分から午後〇時〇〇分までとする。 

但し、コンクリート打設作業で、やむをえない理由により作業時間を延長すると 

きは、事前に甲に連絡し、近隣関係住民等に周知を図るものとする。 

２ 作業休日は、原則として○○日とするものとする。 

３ 丙が作業時間及び休日を変更しようとするときは、事前に甲に連絡し、協議するも

のとする。 
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（工事関係車両の通行等） 

第５条 工事関係車両の通行経路及び待機場所は、別図のとおりとする。 

２ 工事関係車両の出入りは、原則として午前〇時〇〇分から午後〇時〇〇分までとす

る。 

３ 工事関係車両の出入りの際には、誘導員を配置し、一般車両の優先誘導及び通行人

の安全を期し、特に通学・通勤時間帯の誘導は、万全を期すものとする。 

４ 丙は、本工事現場から出て行く工事車両の足回りの清掃をするとともに、適宜、工

事関係車両の通行区間の道路の清掃に努めるものとする。 

５ 丙は、工事関係車両の駐車スペースを確保し、周辺路上に駐車しないものとする。 

６ 工事関係車両で関係機関から許可を受けた場合は、許可証を車両の前面等見やすい

箇所に掲出するものとする。 

 

（建築工事の安全対策等） 

第６条 丙は、工事施行に際して関係法令等を遵守し、騒音・振動及び塵埃の発生を最

小限に押さえるよう努めるものとする。 

２ 丙は、地盤の掘削等にあたっては、地盤沈下及び家屋・塀等に亀裂や損傷が生じな

いよう細心の注意を持って行うものとする。 

３ 丙は、本工事の安全を確保するため、必要に応じ敷地又は建物の周囲に防護柵、養

生シート又は防音シート等の設置、落下防止のための対策を講じるものとする。 

４ 型枠の解体等工事資材の取扱いにより発生する騒音又は振動が最小限となるよう、

作業の管理、監督に努めるものとする。 

５ 火災発生の防止に努め、所定の場所以外の喫煙をしないよう作業員を指導する。 

６ 休日等に子供等が工事現場に立入らないよう施錠等の措置を講じるものとする。 

７ 現場の出入口付近に表示板を設置し、定期に作業工程を掲示するものとする。 

 

（家屋調査） 

第７条 乙及び丙は、本工事着手前に調査対象家屋の所有者の協力を得て、家屋の外部、

内部、地盤面の写真撮影等を行い現状を記録する。 

２ 前項の調査内容を記した図画等を、調査を行った家屋の所有者及び乙、丙が各自１

部を保有するものとする。 

 

（損害賠償等） 

第８条 本工事に起因して近隣関係住民等の所有家屋等に毀損等の損害を与え、或いは

事故等が発生した場合には、乙及び丙は、連帯責任において速やかに誠意をもって原

状回復、または、損害賠償を行うものとする。 

 

（テレビ電波の障害対策） 

第９条 乙及び丙は、本件建築工事によりテレビ電波受信障害（以下「電波障害」とい

う。）が予想される場合は、本工事着手前に専門技術者による事前調査を行うものと

する。その費用は、乙又は丙の負担とするものとする。 

２ 本件建築工事に起因する電波障害が生じたときは、乙及び丙の責任において速やか

に必要な措置を講じ、障害を解消するものとする。 
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（現場事務所等） 

第１０条 丙は、本工事の施工にあたって、工事現場付近等に現場事務所を設置し、社

員等を常駐させ、管理にあたるものとする。 

２ 現場事務所及び仮設便所の設置場所は、甲及び丙で協議を行うものとする。 

 

（現場責任者の選定） 

第１１条 乙及び丙は、本工事にかかわる諸問題の解決を図るため、連絡窓口を設け、

対応するものとする。 

２ 乙及び丙は、現場責任者を指名したときは、速やかに甲に通知するものとする。 

３ 丙の現場責任者は、工事作業員と近隣住民とトラブルが起きないよう指導、監督に

努めるものとする。 

 

（その他） 

第１２条 この協定書に定める事項に疑義が生じた場合又は記載のない事項で問題が

生じた場合は、甲と乙及び丙は、その都度協議を行い、誠意と互譲の精神をもって解

決にあたるものとする。 

 

 〇〇年〇〇月〇〇日 

 

 

（甲） 住 所 

氏 名 

 

 

（乙） 所在地 

名 称 

代表者 

 

 

（丙） 所在地 

名 称 

代表者 

 

 

 

 

 

 

 

 


